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老人保健施設 いわやの里

（介護予防）短期入所療養介護サ－ビス重要事項説明書

当施設は介護保険の指定を受けています。

（指定事業者番号 第２６５４１８００１３号）

当施設は、ご契約者に対して、（介護予防）短期入所療養介護サ－ビスを提供します。施

設の概要や提供されるサ－ビスの内容、及び契約上ご注意いただきたいことを次の通り説

明します。

（改訂日：令和 8 年 8 月 1 日）
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１．施設経営法人

（１）法人名 医療法人医仁会

（２）法人所在地 京都市伏見区石田森南町２８番地の１

（３）電話番号 ０７５－５７２－６３３１

（４）代表者氏名 理事長 武田 隆久

（５）設立年月日 昭和５１年１２月 １日

２．事業の概要

（１）事業の種類 （介護予防）短期入所療養介護 平成１２年４月１日指定

（第２６５４１８００１３号）

（２）事業の目的 医療法人医仁会が開設する老人保健施設いわやの里（以下「当施設

という。）は、要支援及び要介護状態にある利用者（以下「利用者」

という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従って、利用者がその有す

る能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営む事が出来るように

するとともに、利用者の居宅における生活が充実したものとなるよ

う配慮し、また家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ることを目

的とする。

（３）事業の名称 医療法人医仁会 老人保健施設いわやの里

（４）事業の所在地 京都市山科区大宅古海道町５２番地

（５）電話番号 ０７５－５７２－１８１１

ＦＡＸ番号 ０７５－５７２－１８８０

（６）施設長（管理者） 石上 俊一

（７）当施設の運営方針

① 利用者の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、「心身機

能」「活動」「参加」などの生活機能の維持向上を目指し、介護予防短期入所療養

介護及び短期入所療養介護に係るサービス計画に基づいて、医学的管理下におけ

るリハビリテーション、看護、介護そのほか日常的に必要とされる医療並びに日

常生活上の支援を行い、居宅における生活が継続できるように援助する。

② 施設では、地域の中核施設となるべく、居宅介護支援事業所または、地域包括支

援センター、そのほか保健医療福祉サービス提供事業所及び関係市区町村と綿密

な連携をはかり、利用者が地域において安心安全で包括的なケアを受ける事がで

きるよう努める。
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③ 適切な技術をもって介護が提供できるよう職務の研鑽に励み、必要な知識や技術

の向上に努める。また、職員の施設運営に対しての参画意識を高める。

④ 当施設では明るく家庭的な雰囲気を重視し、利用者が「にこやか」で「個性豊か

に」過ごすことができるようサービス提供に努める。

⑤ サービス提供にあったては、懇切丁寧を旨とし、入所者またはその家族に対して

上療養必要な事項について、理解しやすいように指導または説明を行うとともに

利用者の同意を得て実施するように努める

（８）開設年月日 平成９年４月２４日

（９）入所定員数 介護老人保健施設サービスの定員より実入所者を差し引いた

利用者数。

３．療養室の概要

（１）療養室の概要

当施設では以下の療養室・設備をご用意しています。入所される療養室は、原則とし

て個室、２人部屋、４人部屋のいずれか。

２階（認知症専門棟）

療養室･設備の種類 室 数 備 考

療養室

個 室 ２１室 トイレ、洗面台完備

２人部屋 ３室

４人部屋 ２室

合 計 ２６室

デイルーム

４室

１室
入所者の家族に対する介護方法に関する知

識及び技術の提供の為の部屋。

トイレ １箇所

洗面所 １箇所

汚物処理室 １箇所

３階（一般棟）

療養室･設備の種類 室 数 備 考

療養室

個室 ２５室 トイレ、洗面台完備

２人部屋 ２室

４人部屋 ３室

合 計 ３０室

談話室 １室

デイルーム ２室

トイレ 1箇所

洗面所 １箇所

汚物処理室 １箇所
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共用設備

食堂・機能訓練室 １室
[主な設置機器]

階段昇降台、平行棒、他

浴 室 ６室 家庭浴槽（４）､リフト浴、特別浴槽

診察室 １室

トイレ ２個所
暖房便座、個室には各室内にトイレがありま

す

汚物処理室 １個所

調理室 １室 セントラルキッチンシステム

洗面所 1個所

洗濯室 １室 私物の洗濯は原則家族持ち帰り

※ 上記は厚生省が定める基準により、介護老人保健施設に設置が義務づけられている施

設・設備です。尚、地下洗濯室にはコインランドリーを設置しておりますのでご希望

の方はご利用ください。

※ 療養室の変更：ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状

況により施設でその可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況により居室を変

更する場合があります。その際には、ご契約者やご家族等と協議のうえ決定するもの

とします。

４．職員の配置状況

当施設では、ご契約者に対して介護老人保健施設サービスを提供する職員として、以

下の職種の職員を配置しています。

〈主な職員の配置状況〉※職員の配置については、指定基準を満たしています。

職 種 配置数

１．施設長 1名（医師と兼務）

２．医師 1名（施設長と兼務）

３．看護職員 8名以上

４．介護職員 19 名以上

５．支援相談員 1名

６．理学療法士・作業療法士

言語聴覚士
1名以上

７．介護支援専門員 1名以上

８．管理栄養士 1名以上

９．栄養士 適当数

１０. 調理職員 適当数

１１．薬剤師 1名以上

１２．事務員 適当数

※ 入所及び短期入所の職員数を計上しています。
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〈主な職種の勤務体制〉

職 種
勤 務 体 制

１．医師 ８：３０～１７：００（土日祝祭日を除く）

２．看護・介護職員

標準的な時間帯における最低配置人員１８名（日曜を除く）

早出： ７：００～１５：３０

早出② ７：３０～１６：００

日勤： ８：３０～１７：００

遅出：①１０：３０～１９：００③１１：３０～２０：００

夜勤 ：１６：３０～ ９：００

３．介護支援専門員 日勤 : ８：３０～１７：００

５．当施設が提供するサービス

（１）食事

・当施設では、管理栄養士が管理する献立表により、ご契約者の栄養及び身体の状

況、嗜好を考慮した食事提供を行います。

・ご契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則と

しています。

・疾病治療の手段として、医師の発行する食事箋に基づき治療食を提供いたします。

（一部提供できないものもあります。）

・食事時間

朝食： ７：３０～ 昼食１２：００～ 夕食１８：００～

時間、メニュー、食事場所については利用者の状態に応じ提供致します。

（施設サービス計画書に準ずる）

（２）入浴

・入浴又は清拭を週２回以上行います。

・状態に合せて機械浴槽を使用して入浴することもできます。

（３）排泄

・排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。

（４）リハビリテーション

・作業療法士又は理学療法士等により、ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活

を送るのに必要な機能の回復またはその減退を防止するための訓練を実施します。

（５）健康管理

・医師及び看護職員が、健康管理を行います。
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（６）その他自立への支援

・寝たきり防止のため、できる限り離床に配慮します。

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。

・清潔で快適な生活が送れ、適切な整容が行われるよう援助します。

６. 利用料金について

介護保険給付対象サービス利用料金（１日あたり）

下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサ－ビス利用料金から介護保険給

付費額を除いた金額（自己負担額）を頂きます。

※ サ－ビスの利用料金は、契約者の要介護度に応じて異なります。

（地域単価 １単位＝10.45 円）

１ 介護保険給付費対象サービス利用料金（自己負担額)

介護保険負担割合証が１割負担の場合の金額となります。2 割負担の場合は 2倍、3 割負担

の場合は 3 倍となります（下記の自己負担額は目安の金額であり、円未満の端数処理等に

より誤差が生じることがあります）。

１-（１）．短期入所療養介護サービス

【在宅強化型：従来型個室】

1.ご契約者の要介護度

とサービス利用料

要介護度１

8,558 円

要介護度２

9,331 円

要介護度３

10,011 円

要介護度４

10,627 円

要介護度５

11,223 円

2.サービス利用に係る

自己負担額 (1-2)
856 円 934 円 1,002 円 1,063 円 1,123 円

【在宅強化型：多床室】

1.ご契約者の要介護度

とサービス利用料

要介護度１

9,425 円

要介護度２

10,230 円

要介護度３

10,909 円

要介護度４

11,515 円

要介護度５

12,132 円

2.サービス利用に係る

自己負担額 (1-2)
943 円 1,023 円 1,091 円 1,152 円 1,214 円

【基本型：従来型個室】

1.ご契約者の要介護度

とサービス利用料

要介護度１

7,868 円

要介護度２

8,370 円

要介護度３

9,028 円

要介護度４

9,593 円

要介護度５

10,146 円

2.サービス利用に係る

自己負担額 (1-2)
787 円 837 円 903 円 960 円 1,015 円

【基本型：多床室】

1.ご契約者の要介護度

とサービス利用料

要介護度１

8,673 円

要介護度２

9,196 円

要介護度３

9,864 円

要介護度４

10,418 円

要介護度５

10,993 円
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2.サービス利用に係る

自己負担額 (1-2)
868 円 920 円 987 円 1,042 円 1,100 円

１-（２）．介護予防短期入所療養介護サービス

【在宅強化型：従来型個室】 【在宅強化型：多床室】

1.ご契約者の要介護

度 とサービス利用

料

要支援 1

6,604 円

要支援 2

8,130 円

要支援 1

7,022 円

要支援 2

8,715 円

2.サービス利用に係

る 自己負担額
661 円 813 円 703 円 872 円

【基本型：従来型個室】 【基本型：多床室】

1.ご契約者の要介護

度 とサービス利用

料

要支援 1

6,050 円

要支援 2

7,586 円

要支援 1

6,405 円

要支援 2

8,088 円

2.サービス利用に係

る 自己負担額
605 円 759 円 641 円 809 円

※在宅強化型算定要件

※ 入所者の居宅への退所時に、当該入所者及びその家族に対して、退所後の療養上の指

導を行っていること。

※ 当施設から退所した者の退所後 30 日以内（退所時の要介護状態区分が要介護 4 また

は要介護 5 の場合にあっては 14 日以内）に当施設のスタッフが退所者の居宅を訪問

し、または指定居宅介護支援事業所からの情報提供を受けることにより、退所者の在

宅における生活が継続する見込みであることを確認し、記録していること。

※ 入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活自立を助けるため、理学療法、作

業療法その他必要なリハビリテーションを計画的に行い、適宜その評価を行っている

こと。

※ 施設基準算定表に掲げるＡ～Ｊの合計数が 60 以上であること。

※ 地域に貢献する活動を行なっていること。

※ 入所者に対し、少なくとも週 3 回程度のリハビリテーションを実施していること。

基本型算定要件

※ 入所者の居宅への退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の療養上の

指導を行っていること。

※ 当施設から退所した者の退所後 30 日以内（退所時の要介護状態区分が要介護 4 また

は要介護 5 の場合にあっては 14 日以内）に当施設のスタッフが退所者の居宅へ訪問

し、または指定居宅介護支援事業所から情報提供を受けることにより、退所者の在宅

における生活が継続する見込みであることを確認し、記録していること。

※ 入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、理学療法、

作業療法その他必要なリハビリテーションを計画的に行い、適宜その評価を行って

いること。

※ 施設基準算定に掲げるＡ～Ｊの合計点数が 20 以上であること。

【施設基準算定表】
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評価項目 点数

Ａ 在宅復帰率（前 6 ヵ月） 50％超：20 30％超：10 30％未満：0

Ｂ ベッド回転率（前 3 ヵ月） 10％以上：20 5％以上：10 5％未満：0

Ｃ 入所前後訪問指導割合（前 3 ヵ月） 35％以上：10 15％以上；5 15％未満：0

Ｄ 退所前後訪問指導割合（前 3 ヵ月） 35％以上：10 15％以上；5 15％未満：0

Ｅ 居宅サービスの実施数（前月） 3 サービス：5

2 サービス（訪問リハビリ含む）：3

2 サービス：1 0、1 サービス：0

Ｆ リハ専門職の配置割合（前月） 5 以上（PT,OT,ST 配置）：5 5 以上：3

3 以上：2 3 未満：0

Ｇ 支援相談員の配置割合（前月） 3 以上（社会福祉士配置）:5 3 以上：3

2 以上：1 2 未満：0

Ｈ 要介護 4 又は 5 の入所者割合（前 3 ヵ月）50％以上：5 35％以上：3 35％未満：0

Ｉ 喀痰吸引の実施割合（前 3 ヵ月） 10％以上：5 5％以上：3 5％未満：0

Ｊ 経管栄養の実施割合（前 3 ヵ月） 10％以上：5 5％以上：3 5％未満：0

２．各種加算

介護保険負担割合証が１割負担の場合の金額となります。2 割負担の場合は 2倍、3 割負担

の場合は 3 倍となります（下記の自己負担額は目安の金額であり、円未満の端数処理等に

より誤差が生じることがあります）。

２-（１）．短期入所療養介護

夜勤職員配置加算 25 円/日（夜勤職員を利用者 20 名に対し 1 人以

上配置）

送迎加算 193 円（片道あたり）

療養食加算 9 円/1 回 1 日 3 回を限度

個別リハビリテーション実施加算 251 円/日

認知症行動・心理症状態緊急対応加算 209 円/日（7 日間を限度）

若年性認知症入所者受入加算 126 円/日

緊急短期入所受入加算 94 円/日（7 日（やむをえない事情がある場合は

14 日）を限度）

重度療養管理加算 126 円/日（要介護 4以上で、療養上必要な処置

を行った場合（褥瘡に対する治療など））

認知症ケア加算 80 円/日 2 階認知症専門棟にご入所された方

のみ

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 23 円/日

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 19 円/日

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 7 円/日
介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロ 所定単位数の 9.7％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）イ 所定単位数の 9.0％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）ロ 所定単位数の 9.3％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）イ 所定単位数の 8.6％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数の 6.9％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 所定単位数の 5.9％加算
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在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ） 54 円/日

施設基準算定表に掲げるＡ～Ｊの合計点数が40

以上であること。

地域に貢献する活動を行っていること。

施設基準の基本型を算定していること。

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ） 54 円/日

施設基準算定表に掲げるＡ～Ｊの合計点数が70

以上であること。

地域に貢献する活動を行っていること。

施設基準の在宅強化型を算定していること。

総合医学管理加算 288 円/日（10 日間を限度）

口腔連携強化加算 53 円/月

緊急時治療管理 542 円/回 1 月につき連続する 3 日を限度

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 105 円/月

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 11 円/月

※その他、法令に基づく各種加算・減算が加わる場合があります。

２-（２）．介護予防短期入所療養介護

夜勤職員配置加算 25 円/日

送迎加算 193 円（片道あたり）

療養食加算 9 円/1 回 1 日 3 回を限度

個別リハビリテーション実施加算 251 円/日

認知症行動・心理症状緊急対応加算 209 円/日（利用日から 7 日を限度）

若年性認知症利用者受入加算 126 円/日

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 23 円/日

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 19 円/日

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 7 円/日

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロ 所定単位数の 9.7％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）イ 所定単位数の 9.0％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）ロ 所定単位数の 9.3％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）イ 所定単位数の 8.6％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数の 6.9％加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 所定単位数の 5.9％加算

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ） 54 円/日

施設基準算定表に掲げるＡ～Ｊの合計点数が

40 以上であること。

地域に貢献する活動を行なっていること。

施設基準の基本型を算定していること。

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ） 54 円/日

施設基準算定表に掲げるＡ～Ｊの合計点数が

70 以上であること。

地域に貢献する活動を行なっていること。

施設基準の在宅強化型を算定していること。

総合医学管理加算 288 円/日（10 日間を限度）

口腔連携強化加算 53 円/月

緊急時治療管理 542 円/回 1 月につき連続する 3 日を限度

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 105 円/月
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生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 11 円/月

※その他、法令に基づく各種加算・減算が加わる場合があります。

３ 介護保険給付対象外のサービスにかかる金額（共通）

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。

１ 食事費用

１）食事の提供にかかる費用・・朝食 380 円・昼食 720 円・夕食 720 円（非課税）

２）おやつの提供にかかる費用・・120 円／一食（税込）

※ご希望の方に毎日午後２時３０分～３時の間

に提供いたします。

３）選択食や行事等の際の特別な食事の費用

４）レクリエ－ション等で外出行事の際の外食にかかる費用

２ 居住費（一日につき）

１）従来型個室・・・ 1,960 円（非課税）（第四段階の方）

２）多床室【ニ・四人部屋】・・・ 1,360 円（非課税）（第四段階の方）

３ 日用品費（外部業者との契約により実費相当額をご負担いただきます）

ご契約者の日常生活に要する費用でご契約者に負担いただくことが適当であるもの

にかかる費用を負担いただきます。但しおむつ代は介護保険給付対象となっています

のでご負担の必要はありません。

（＊ペーパータオル、ティッシュペーパー、おしぼり、シャンプー、ハンドソープ、

ボディソープ、入浴袋、歯ブラシ等）

４ 教養娯楽費 150 円（非課税）（一日につき）

レクレーション用の色紙、糊、その他材料等、遠足時の必要物品等

５ 電気代 1品につき 55 円（税込）

６ 特別な室料として・・・ 1,650 円（税込）

※介護保険負担限度額認定において第四段階と認定された方で個室をご利用い

ただいた場合に徴収致します。ただし、２階 認知症専門棟入所の方は除きます。

７ 特別送迎料 片道 1,100 円（税込）

京都市山科区及び伏見区醍醐支所管内、（醍醐阿陀羅谷を除く）、滋賀県大津市追分町、

藤尾奥町、横木、稲葉台以外の地域 の方で、送迎をご希望される方は送迎料として片

道ごとに送迎料を徴収致します。

８ 複写物の交付 1 枚につき 20 円（税込）

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必

要とする場合には実費をご負担いただきます。
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９ 文書料 2,200 円（税込）（診療情報提供書等）

受診等される際に情報提供書が必要な場合。

ただし、書類作成に際し検査が必要となった際は、検査費用を別途請求させていた

だきます。

その他の文書については別途定められた金額。

１０ クラブ活動

ご契約者の希望によりクラブ活動に参加していただくことができます。

利用料金：材料代などの実費を徴収致します。

１１ テレビ代 150 円（非課税）（1日につき）

ご契約者が療養室にテレビの設置をご希望された場合、ご契約者に費用を負担いただ

きます。

１２ 理美容料 実費をご負担いただきます。

注）上記介護保険給付外サービスについては、ご契約者またはご家族の希望により提供さ

せていただくサービスです。本重要事項説明書への署名によりご希望の同意を得たものと

させていただきますのでご了承ください。

４ 介護保険給付費の負担軽減について（利用者負担第１～第３段階該当者に適応）

介護保険負担限度額認定

食費と居住費には段階によって補足給付（特定入所者介護サービス費）の対象となり

負担限度額が以下のようになります。

居住費・食費（一日につき）

負担段階 居住費 食費

個室 多床室

第一段階 550 円 0 円 300 円

第二段階 550 円 430 円 600 円

第三段階① 1,370 円 430 円 1,030 円

第三段階② 1,470 円 430 円 1,360 円

第四段階 1,960 円 1,360 円 1,820 円

※ 第四段階の方で個室ご使用の場合は、特別な室料として別途 1,650 円（税込）を徴収

させていただきます。

※京都市個人市民税の均等割減免制度廃止に伴う負担限度額等に係る経過措置について

令和 6年度からの京都市個人市民税の均等割減免制度の廃止に伴い、課税世帯になる

ことで食費・居住費の軽減が受けられなくなる方（特定入所者介護サービス費）につ

いては、京都市が示す令和 6 年 8 月 1 日からの段階的な自己負担限度額に合わせて負

担軽減を行います。
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５ 利用料金のお支払い方法（契約書第８条参照）

料金・費用は、下記のいずれかの方法で支払指定日までに事業所にお支払い下さい。

1. 利用月の月末締め、翌月口座でのお引き落とし。

2. 利用月の月末締め、翌月現金でのお支払い。

3. 利用月の月末締め、翌月銀行振込でのお支払い。

７．利用中の医療について

利用中に健康状態を損ねたり、病状が悪化した場合、当施設の医師の診療を受けてい

ただきます。医療機関での診療が必要な際は、かかりつけ医もしくは協力医療機関へ家

族付添のもと家族送迎にて受診していただきます。緊急性の高い場合、市の救急を要請

し迅速な対応を致します。

※受診後、入院に至らない場合は、その都度ご相談に応じます。

・協力医療機関

名 称 医療法人医仁会 武田総合病院

住 所 京都市伏見区石田森南町２８番地の１

当施設利用中に、他の医療機関の診療等を受けられる場合は必ず事前にご連絡下さい。

他の医療機関の診療を受けた場合は、医療保険が使えない場合がありますのでご注意下

さい。又、外出中に他の介護保健サービスを受けられた場合は介護保険の適用とならな

い場合がありますので必ず事前に当施設もしくは担当居宅介護支援事業者にご相談下さ

い。

８．苦情の受付について（契約書第２１条）

（１）当施設における苦情の受付

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。

○苦情受付窓口（担当者）支援相談員 林 泰弘

○苦情解決責任者 事務管理者 市川 努

○受付時間（曜日）毎週月曜日～土曜日 ９:００～１７：００

○連絡先 ０７５－５７２－１８１１

また、苦情受付ＢＯＸを 1階事務所前、１階自動販売機前及び各階談話室に設置してい

ます。

（２）その他

当施設以外にも居宅介護支援事業所、各区役所、国民健康保険団体連合会等でも苦情

の受付窓口を設置しております。連絡先は以下の通りです。

・山科区役所保健福祉センター健康福祉部健康長寿推進課

０７５―５９２―３２９０

・伏見区役所醍醐支所保健福祉センター健康福祉部健康長寿推進課

０７５－５７１－６４７１

・大津市役所健康保険部介護保険課

０７７－５２８－２７５３

・京都市保健福祉局健康長寿のまち・京都推進室介護ケア推進課
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０７５－２１３－５８７１

・京都府健康福祉部介護・地域福祉課

０７５－４１４－４６７８

・京都府国民健康保険団体連合会

０７５－３５４－９０９０

※受付けは行っていますが 12 時～13 時は休憩時間となり繫がり難いことがあります。

９．個人情報の保護について

個人情報保護のため「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス（平成２９年４月１４日制定 厚生労働省）」を遵守する。

従って、ご契約者及びその家族のプライバシーの尊重に万全を期するとともに、正当

な理由なく、その業務に関して知り得た秘密を漏洩いたしません。また、職員であった

者が、正当な理由がなく、業務上知り得たご契約者またはその家族の秘密を漏らすこと

のないよう、必要な措置を講じます。

さらに、サービス担当者会議等において、ご契約者またはその家族に関する情報を提

供する際には、あらかじめ文書によりご契約者またはその家族の同意を事前に得るもの

とします。

当事業所においてご契約者およびその家族の個人情報の利用目的は以下の通りです。

・当該事業所が利用者等に提供するサービス

・業務の維持・改善のための資料

・学生等の実習への協力

・介護保険業務

・協力医療機関と連携を図るための情報共有

・科学的介護情報システム（LIFE）での厚生労働省への情報提供

・業務上必要な行政への対応

・ご家族への心身の状況説明及びご家族からの問い合わせ対応

・損害賠償保険等に係る保険会社への相談又は届出

・当該事業所からのご案内

・外部監査機関、評価機関等への情報提供

以上の利用目的以外でご契約者の情報を利用する場合には、ご契約者及びご家族に対

し個別にその必要理由を説明し同意を得た上で行います。

１０．事故発生時の対応について

「事故発生時対応マニュアル」に準じて対応いたします。

※ 事故の再発防止に努める為の体制を整備するために安全対策委員会を設置し、全職員

の危機管理意識を高めて事故防止に努めております。

１１．非常災害時の対応について

地震及びその他の災害については、運営規定第十一条の非常災害対策に基づき利用

者の安全を最優先し被害を最小限に抑えるために然るべき対策を実施いたします。

１２．火災発生時の対応について

火災発生時の対応については「施設消防計画」に準じて対応いたします。
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１３．身体拘束について

身体拘束は原則行いません。但し、ご契約者の生命の安全性確保が困難と判断する

場合においては緊急やむを得ない時に限り行なう場合があります。実施する場合は、

切迫性、非代替性、一時性の要件を満たし、施設長（医師）の指示のもとにおいて本

人・家族へ説明、同意を得た上で実施するものといたします。

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備し、対策を検討する委員会を３ヶ月に１

回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底

を図ります。

・職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。

１４．虐待防止について

利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、以下のの措置を講じます。

・ 虐待の防止のための指針を整備し、対策を検討する委員会を定期的に開催すると

ともに、その結果について、職員に周知徹底を図ります。

・ 職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施するとともに、措置を適切

に実施するための担当者を置くものとします。

１５．感染症対策について

職員が感染予防対策を常時実施し、利用者への感染源及び感染経路の遮断を行い予

防に努めます。

・ スダンダ－ドプリコ－ション（標準予防策）を感染予防の基本指針とし、感染予

防に努めます。

・ 感染症対策のための指針を整備し、対策を検討する委員会を３ヶ月に１回以上開

催するとともに、その結果について職員に周知徹底を図ります。

・ 職員に対し、感染症対策のための研修を定期的に実施するとともに、訓練（シミ

ュレーション）を行います。

１６．ハラスメントについて

事業所は適切なサービス提供を確保する観点から、職員に対する次に示すハラスメ

ントの防止の為に必要な措置を講じます。

（１）身体的な力を使って危害を及ぼす行為（回避して危害を免れた場合も含む）

（２）個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり貶めたりする行為

（３）意に沿わない性的な誘いかけ、好意的態度の要求等、性的な嫌がらせ

１７．第三者評価の受診状況

当施設では、個々のサービス事業者の組織運営及びサービス提供内容について、そ

の透明性を高めるとともに、サービスの質の向上・改善に寄与することを主な目的と

して、介護サービス第三者評価を受診しています。

直近の受診年月日：令和 6 年 11 月 13 日

評価機関名称：公益社団法人 京都府介護支援専門員会

評価結果につきましては、当施設ホームページおよび京都介護・福祉サービス第三者

評価等支援機構のホームページで閲覧いただけます。

・老人保健施設 いわやの里 http://www.takedahp.or.jp/group/welfare/iwaya/
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・京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構 https://kyoto-hyoka.jp/

１８．利用者の説明・同意等に係る見直し

利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針

等も踏まえ、ケアプランや重要事項説明書等における利用者等への説明・同意につい

て、以下の見直しを行います。

【省令改正、通知改正】

ア.書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めるこ

ととする。

イ.利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の

代替手段を明示するとともに、様式欄から押印欄を削除する。

１９．現金・貴重品等について

現金・貴重品等は原則として所持していただかないようにお願いします。紛失・

破損について当施設では責任を負えませんのでご了承ください。
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サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

令和 年 月 日

医療法人医仁会

老人保健施設いわやの里

説明者 職 名 支援相談員

氏 名

私は、本書面に基づいて事業者から施設利用に関する重要事項の説明及び利用料の徴収に

関する説明を受け、サービスの提供開始に同意し交付を受けました。

令和 年 月 日

契約者 住 所

氏 名

署名代行者 住 所

氏 名

契約者との関係

扶養者又は代理人 住 所

氏 名

契約者との関係

連帯保証人 住 所

氏 名

契約者との関係


